
 

地方創生の深化のための新型交付金の創設等について 

 

平成 27 年８月４日 

まち・ひと・しごと創生本部決定 

 

地方創生は、平成 27 年度中に「地方版総合戦略」が策定され、平成 28 年度より具

体的な事業を本格的に推進する段階に入ることとなる。 

これを受けて、国の総合戦略に盛り込まれた政策パッケージをより一層拡充・強化

し、国による多様な支援（情報支援、人的支援、財政支援）を講ずることにより、地

方創生を深化させていく必要がある。 

このため、「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）

及び「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）に基

づき、以下の統一的な方針に沿って、「新型交付金」の創設等に取り組む。 

 

１．新型交付金の創設 

（１）新型交付金は、従来の「縦割り」事業だけでは対応しきれない課題に取り組む

地方を支援する観点から、地方公共団体による自主的・主体的な事業設計に合わ

せて、具体的な成果目標と PDCA サイクルの確立の下、官民協働や地域間連携の

促進、地方創生の事業推進主体の形成、中核的人材の確保・育成等の観点で先駆

性のある取組や、地方自らが既存事業の隘路を発見し打開する取組（政策間連携）、

先駆的・優良事例の横展開を積極的に支援する。なお、公共事業関係費及び施設

整備費のうち、地方創生に密接に関連するものについても対象とする。 

 

（２）新型交付金に係る平成 28 年度予算の要求・要望は、地方からの要望等を踏ま

え、予算額で 1,000 億円を超える規模（事業費で 2,000 億円を超える規模）のも

のとする。 

   その財源は、「平成28年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」

（平成 27 年７月 24 日閣議了解。以下「シーリング」という。）に基づき、以下

の通り、関係府省が連携し、地方創生関連の事業に予算要求を重点化する中で確

保する。 

   一． 内閣府において、所管の地域再生戦略交付金及び地域再生基盤強化交付

金を再編し、580 億円程度の要求及び要望を行う。 

   二． 平成 27 年度予算においてまち・ひと・しごと創生関連事業のための予

算（以下「地方創生関連予算」という。）を計上している関係府省は、一般

会計における地方創生関連予算以外の裁量的経費について合理化・効率化

を行い、地方創生関連予算に重点化する中で、「新型交付金」のための要求

及び要望を行う。具体的には、関係府省は、平成 28 年度における地方創

生関連予算について、平成 27 年度の地方創生関連予算基礎額1における関

係府省の計上額に応じ、地方創生関連予算に重点化する中で、それぞれ次

のように要求及び要望を行い、総額 500 億円程度を確保する。 

                                                  
1 一般会計における地方創生関連予算から、地域再生戦略交付金、地域再生基盤強化交付金、沖縄関係経費（沖

縄一括交付金、北部振興事業、沖縄教育振興事業、駐留軍用地跡地利用の推進、沖縄科学技術大学院大学）、義

務的経費（シーリングにおける取扱に準ずる。）を除いたもの。 



 

      ①地方創生関連予算について、地方創生関連予算基礎額に係る要求上限

額2に、その９分の１に相当する額を加算した額以上の額を要求し、地

方創生関連予算基礎額に係る要望上限額3に、その９分の１に相当する

額を加算した額以上の額を要望。 

      ②①のうち、新型交付金として、要求に係る上記加算額以上の額を要求

し、要望に係る上記加算額以上の額を要望4。 

   新型交付金に係る要求及び要望（上記一．及び二．②）は関係府省において行

い、平成 28 年度予算編成プロセスを経て、総額を内閣府に計上する。 

 

（３）政府における新型交付金の交付対象とする個別事業の選定・検証や先駆的・優

良事例の提案等については、関係各省庁の参画を得ながら内閣府において対応す

る。 

 

２．地方創生関連補助金等の見直し 

 地方創生関連補助金等については、適切な KPI や PDCA サイクルの整備、手続のワ

ンストップ化等による「縦割り」の弊害防止等の見直しを行う。このため、平成 28 年

度予算の概算要求に当たり、下記についてまち・ひと・しごと創生本部事務局が関係

府省と協力して進める。 

  ①「総合戦略」に掲げられた基本目標達成に向けて適切な KPI や PDCA サイクル

を整備 

  ②類似の目標や目的を掲げる事業を可能な限りワンストップ化 

これを進めるに当たっては、地方公共団体にとっての使い勝手を改善することが重要

である。 

 なお、関係府省の個別事業については、行政事業レビューのプロセスにおいて自己

点検及び外部有識者による点検・検証が行われる。地方創生関連補助金等の見直しは、

このプロセスと連携し、まち・ひと・しごと創生本部事務局が行政改革推進本部事務

局と協働する形で進める。 

 

３．地方創生予算全体の確保 

 国による財政支援として、平成 26 年度補正予算、平成 27 年度当初予算において、

地方創生関連補助金等に加え、まち・ひと・しごと創生事業費による地方財政措置の

充実、地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創生先行型）が措置されている。

地方公共団体がそれぞれの「地方版総合戦略」に沿った施策を今後着実に実行できる

よう、地方創生予算全体を安定的に確保することが必要である。 

 特に、新型交付金の創設に際しては、地方創生関連補助金等や地方財政措置との役

割分担を明確にし、平成 28 年度予算に向けて、概算要求段階から関係府省が連携・

協働することが重要である。 

                                                  
2 平成 27 年度の地方創生関連予算基礎額に 100 分の 90 を乗じた額。 
3 平成 27 年度の地方創生関連予算基礎額に係る要求上限額に 100 分の 30 を乗じた額。 
4 関係府省のそれぞれの要求・要望に当たって、平成 27 年度予算における各関係府省の裁量的経費に対する割合

が、0.7％以上の場合は、金額を調整することができる。 


